
様式１

平成２４年度再生可能エネルギー事業のための緊急検討委託業務に関する提案書
提案書作成責任者
(作成注)企業名/団体名及び所属、氏名、電話番号、ＦＡＸ番号、メールアドレスを記載してください。複数の企業・団体が共同で提案を行う場合は、「提案書作成責任者」の下に、表を追加して、「共同提案者」に関する情報も記載してください。

	団体名・所属
	

	氏名
	

	電話番号
	
	FAX番号
	

	メールアドレス
	


０．はじめに
　本書は、平成２４年度再生可能エネルギー事業のための緊急検討委託業務公募要領を遵守し、その実施方法等に関する提案を行うものである。また、本業務の実施に当たっては、本提案書を基にして業務を行うものとする。
１．業務の基本方針と目的
	業務の基本方針及び目的を記載すること。



※Ａ４判１枚以内とする。
２．導入しようとする再生可能エネルギー及び業務実施場所に関する情報
２－１．導入しようとする再生可能エネルギーに関する情報
	本業務による検討の結果、導入することとなる地熱発電又は洋上風力発電施設に関して、予定している規模及び設置場所の地図情報を具体的に記載すること。




２－２．業務実施場所に関する知見
	本業務を実施する場所における、エネルギーの資源量、自然条件及び社会条件について、現時点で把握している情報（提案者等がこれまでに実施した調査、調整等の実績を含む。）を具体的に記載すること。なお、国や地方自治体の予算で実施した又はしている調査等があればその事業名と発注者を記載すること。



２－３．業務実施場所における発電事業の事業採算性の見込み
	現時点で得られている情報から、業務実施場所において予定している地熱発電又は洋上風力発電事業の事業採算性について、試算の前提条件及びそれに基づく試算結果を記載すること。



※合計でＡ４判１０枚以内とする。

３．業務実施方法及び期待される成果
	既存の情報を踏まえて、本業務で実施することとしている調査、調整、検討等の内容を提案し、各実施事項の実施方法及び期待される成果を具体的に記載すること。



※Ａ４判１０枚以内とする。
４．事業計画

４－１．本業務の実施計画
提案書に係る作業事項を作業進行予定表にまとめること。
	時　期
	内　　　　　容

	
	


※Ａ４判２枚以内に記入すること。

４－２．本業務終了後の展望
	本業務終了後、業務実施場所に地熱発電又は洋上風力発電を導入するに当たり、更に必要となる調査、調整、手続等を具体的に記載し、現時点で想定される発電事業の運転開始までの具体的なスケジュールを記載すること。



※Ａ４判２枚以内に記入すること。

５．業務実施体制

５－１．配置予定管理技術者
	氏　　名
	
	生年月日
	

	所　属
役　職
	
	経験年数（うち本業務の類似業務の従事年数）

	
	
	　　　　　　　年（　　　　　　　　　年）

	　学　歴
（卒業年次/学校種別/専攻）
	

	従事技術分野の経歴（直近の順に記入）

	１）　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月～　　年　　月（　年　ヶ月）
２）　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月～　　年　　月（　年　ヶ月）
３）　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月～　　年　　月（　年　ヶ月）

	主な手持ち業務の状況（手持ち業務の総数：平成　年　月　日現在　　　件）

	業　務　名
	発　注　機　関
	履行期間
	契約金額

	
	
	
	

	主な業務実績

	業務名
	
	　業務分類
	

	発注機関
	
	　履行期間
	

	○業務の概要


	保　有　資　格

	○主な資格（技術士など）



※Ａ４判１枚以内に記入すること。ただし、配置予定管理技術者が複数いる場合は、それぞれＡ４判１枚以内に記入すること。
※手持ち業務は、契約金額が５００万円以上の業務を対象とし、特定後未契約のものがある場合は、参考見積金額を契約金額と想定するものとすること。
※実績については、過去５か年以内のものを記載すること。

５－２．業務従事者の配置、役割分担等
	本業務及び導入を予定する地熱発電又は洋上風力発電事業の内容ごとに担当するチームの構成、役割分担、配置予定者の氏名、役職及び専門分野を記載すること。また、業務実施場所の存する市町村の本業務の実施及び事業化に向けた協力内容及び体制（担当部署等）についても具体的に記載すること。
なお、導入を予定する地熱発電又は洋上風力発電事業を実施する能力を有する者と連携・協力して本業務を実施する場合は、当該能力を有する者との連携・協力内容及び体制を具体的に記載すること。




※Ａ４判２枚に記載すること。
６．業務の実績
提案者における地熱発電又は洋上風力発電事業の実績及び導入のための調査、調整、検討等の業務実績を記載すること。ただし、発電事業を実施する能力を有する者と連携・協力して本業務を実施する場合は、当該能力を有する者の発電事業の実績も記載すること。

	業務名
	
	
	

	発注機関
（名称、住所）
	
	
	

	（受注者名）
	
	
	

	（受注形態）
	
	
	

	履行期間
	
	
	

	業務の概要

	
	
	

	技術的特徴

	
	
	

	予定管理技術者の従事の有無
	
	
	


※Ａ４判４枚以内に記載すること。
※過去５年以内の実績を記載すること。

※業務名は１０件まで記載できるものとする。
※発注機関の受注形態欄には、元請受注か下請受注かの区別を記載すること。
※業務の概要の欄には、調査等業務内容を具体的かつ簡潔に記載すること。
７．組織の環境マネジメントシステム認証取得状況
	 認証の有無：　　　　認証期間：

	 認証の名称：




注１　証明書の写しを添付すること。
注２　事業者の経営における主たる事業所（本社等）において、取得しているものに限る。
注３　申請中の場合は、その旨を明記し、応募書類の受付期間内に証明書の写しを提出したものについて加点対象とする。
[image: image1.emf]◆

環境マネジメントシステム認証制度の例

◆

全国版

EMS

ISO14001

エコアクション

21

KES

エコステージ

概要

ISO

審査登録機関及び

認定機関で構成。国際

的に認められた第三者

認証制度。

1996

年に制

定。

環境省が策定した中小

企業にも取り組みやすい

環境マネジメントシステム。

2004

年に開始。把握す

べき環境負荷指標を特

定しているほか、環境活

動レポートの作成・公表

を必須要件としている。

中小企業にも取り組

みやすい環境マネジメ

ントシステムとして

2001

年に京都で開始。

KES

を参考とした地方

版

KES

が他の自治体

等に広がっているとと

もに、相互認証も行わ

れ、

KES

の認証取得

事業者は全国に広

がっている。

ISO14001

取得前から取

得後も含めた環境マネジ

メントシステム。

5

段階の

認証ステージがある。エ

コステージ

2

は

ISO14001

の要求事項を

全て含んでおり、エコス

テージ

2

の認証を取得で

きれば、

ISO14001

に挑

戦可能なレベルとなる

事務局の母体となる団

体

ISO

（国際標準化機構） 地球環境戦略研究機関

KES

環境機構 エコステージ協会

事業者が、その事業経営の中で自主的に環境保全に関する取組を進めるにあたり、環境に関する方針や目標を自ら設定し、

これらの達成に向けて取り組み、その取組結果を確認・評価し、改善していくこと（環境保全の取組に係る

PDCA

サイクル）を

「環境マネジメント」といい、そのための事業者内の体制・手続等の仕組みを「環境マネジメントシステム」（

EMS

）という。その

主な例は以下のとおりであるが、他にも地方版の

EMS

や、運送事業者を対象としたグリーン経営認証制度などがある。

地方版

EMS

の例：

北海道環境マネジメントシステムスタンダード（

HES)

，青森環境マネジメントフォーラム

AES

， いわて環境マネジメントフォーラム

IES

，みちのく

EMS

，三重環境マネージ

メントシステム（

M-EMS

），宝塚環境マネジメントシステム（

TEMS

）， 神戸環境マネジメントシステム

(KEMS)

等




